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　本書は日本学術振興会に設置され
た東日本大震災学術調査委員会によ
るシリーズ『大震災に学ぶ社会科学』
の第 2巻にあたるものである。序章、
第 1部震災と自治体（第 1～ 3章）、
第 2部復興を担う組織と人（第 4～
8章）、第 3部自治体の復興事業（第
9～ 13 章）という構成で行政学、地
方自治、政治史などの分野の研究者、
行政実務者総勢 13 名の執筆者の協
働による研究成果である。
　まずは各章の概要を簡潔に紹介し
ていきたい。
　序章　東日本大震災と自治体（小
原隆治）では東日本大震災による自
治体の被害状況、復興状況及び本書
における研究の概要を示している。
復興の現状を考える上で平成の大合
併の影響と集中改革プランの影響を
本書では主題的に取り組めなかった
ということを指摘しているが、この
点が著者の問題意識がよく表れてい
るところと考えられる。
　第 1章　自治体行政の「非常時」
と「平時」（天川晃）は被災自治体（相
馬市）を事例にした震災による「非
常時」対応から「平時」対応への行
政の変化を記録、考察した章である。
ここでは中央 -地方関係において「非
常時」は財政的、人的資源の不足か
ら中央との直結チャネルが拡大する
中で、行政体制を「平時」化させる
中でどのように軟着陸を図っていく
ことができるかが自治の力の見せ所
であるとする。
　第 2 章　全町避難・全村避難と
地方自治（阿部昌樹）では自治体の
構成要素が現行法制においては「区
域」、「住民」、「法人格」の 3要素か
らなるものとして想定されている中
で、東日本大震災に端を発する原子
力災害の影響による全町避難・全村
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避難で実態として出現した「区域」
に「住民」が居ない自治体が法制度
としてどのような論理で理解されて
対応されたかを考察する。この課題
に対して地方自治法制は「避難住民」
という法的カテゴリーを創出して対
応していった一方で、時が経過する
中での帰還意志との乖離の問題を指
摘している。
　第 3章　自治体の震災対応と職員
意識（松井望）では、2014 年に実施
した被災 3県（岩手県、宮城県、福
島県）と同 3県内沿岸部 37市町村に
勤務する課長職の職員を対象にした
意識調査をもとに次の 3点の知見が
まとめられている。①自治体の復旧
復興関連業務という非日常的な業務
が実際は日常的な業務分担のなかで
処理されたこと、②復興業務に関し
て国の役割の大きさを強調されるこ
とが多い一方で、広域自治体である
県との接触も高いものがあったこと、
③復旧・復興業務にあたって制度や
財源の重要性と共に現場職員の精神
的な支えの重要性や専門性の重要性
の必要性が見えてきたこと、である。
　第 4章　復興推進体制の設計と展
開（伊藤正次）は、まず復興庁の創
設過程を概観し、復興庁の制度的特
徴を考察し、次に政権交代による復
興推進体制の復興推進体制の実態を
検討したものである。復興庁の創設
プロセスについては当時の与野党そ
れぞれの意図のもとに合理的選択制
度論の枠組みで説明しており、復興
庁という「司令塔」と「ワンストップ」
機能を果たすことへの期待されてい
る組織であり、政権交代後の組織及
び復興推進体制の変化についてもそ
の 2つの機能の充実の方向に向かっ
てきたと説明している。
　第 5章　被災自治体に対する政府
の財政措置（北村亘）は中央政府の
被災自治体に対する財政措置の基本
的な手法として、増税による財源措
置であったと示している。また、被
災自治体においては巨額の政府資金
が投入されたが、自治体の焼け太り
しているような状況に必ずしもなっ
ていないという主張が興味深い。そ
の構造としては前倒して一気に投入
し、取り崩し可能な基金の創設で自
治体の年度を越える復興事業の実施
を容易に行うことができるようにし
た結果と指摘している。
　第 6章　災害ボランタリー活動の
実際（西出順郎）では、東日本大震
災におけるボランティア活動のあり
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方を災害ボランティアセンタ （ーVC）
の動き、災害VCやボランティアを
支える動き、NGO/NPOの動きから
まとめている。課題としてはボラン
タリー活動を支える側の人材確保を
どのように行うことが可能か、より
効果的・効率的な支援を行うために
自治体や災害VC、NPO/NGOなど
各アクターを連携させていくことの
難しさが指摘されている。
　第 7章　広域災害時における遠隔
自治体からの人的支援（稲継裕昭）
では、まず遠隔自治体による人的支
援の基本構造について概説がなさ
れ、警察・消防以外の自治体の一般
職員派遣の遠隔自治体の連携につい
ては中央政府とそれぞれの地方自治
体との間で「相互依存システム」が
機能したものとして説明している。
また、今後の災害への人的支援への
備えとして一般職員の専門性情報の
事前蓄積をもとにした人的支援の体
制構築の必要性を指摘している。
　第 8章　県外避難者受入自治体の
対応（和田明子）では、住民票を異
動しない自主避難者に対して受け入
れた自治体が行政サービス提供をな
ぜどのように行ったのかについて関
心を持ち、多くのそのような自主避
難者を受け入れた山形市、米沢市の
事例を通して検討している。結果、
そのような避難者に対するサービス
提供に対して中央政府による制度
的、財政的な承認のもとで行われた
ことを導き出している。
　第9章　復興計画の設計と運用（松
井望）は復興計画の特徴を計画の総
花化に近い概念としての「統合化」、
その他の各種行政計画と相互補完
関係を持ちつつも並列的に計画され
たとする「並列化」、県や国の設定
する復興期間や財政措置を参照した
上で横並び的に計画期間が揃えられ
る「標準化」の 3点で説明している。
また、復興計画は計画を作成する際
にはじめて充分な検討を行おうとす
るのでなく、平時において現実的に
地域内の人口、産業、財政等の特徴
を踏まえた計画を常備していくこと
こそが震災後の復興計画の着実な設
計と運用に結びつくものとしている。
　第 10 章　津波被災地における高
台移転（大谷基道）では、多くの自
治体が住民個人の自由な選択を犠牲
にしてまで防災集落移転事業（防集
事業）による高台移転を推進したの
かについて検討している。その要因
としては中央政府が被災地向けに以
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前から存在していた防集事業の枠組
みを利用した制度拡充や財政支援措
置を行い、自治体としては高台への
移転、被災地現地再建の禁止、コミュ
ニティの維持の 3点を満たすものと
して推進したことを挙げている。一
方、この方策は大規模な移転が必要
となることから困難な合意形成が生
じ、また移転後の利便性についても
難があるなど、別の方策も含めた検
討の余地があったのではないかと指
摘している。
　第 11 章　仮設住宅と災害公営住
宅（西田奈保子）は被害者の生活再
建を目指した住宅供給政策の過程に
着目し概説したものである。とりわ
け福島県でなぜ借上げ仮設住宅が
大量に供給されたのか、なぜ福島県
の役割が大きかったのかについてキ
ングドンの政策の窓モデルを利用し
て考察している。原子力災害による
避難という特徴から、前者は大量の
避難者を直ちに生活再建させていく
ために借上げ型で都市部の住宅のス
トックの活用をすることが被災者の
需要に応じることができたこと、後
者は広域調整を行う主体としての
組織的目的を有していたことを基軸
に、問題、政策及び政治の流れから
過程を分析している。
　第 12 章　震災復興における被災
者住宅再建支援制度の展開（竹内直
人）では、震災前から存在した被災
者生活再建支援制度が震災を経てど
のように変容したのかを論じたもの
である。市町村の住宅再建支援事業
による支援金は住民としてみれば同
じように住宅再建を行う際に資金が
提供される国の防集事業の補助金額
と不均衡が存在していた。その不均
衡感に対してそれを埋めるように、
また市町村間は近隣自治体の支援事
業メニューを相互比較し、それぞれ
個別の自治体で工夫を凝らした支援
制度の拡充がなされたと説明する。
　第 13 章　瓦礫処理を巡る自治体
の行動選択（河合晃一）は県委託
と市町村独自の処理という二つの選
択肢があった中で市町村がどう行動
選択したかについて論じたものであ
る。なかでも多くの沿岸部被災市町
村が県委託を選択した一方で、市町
村レベルでの独自処理を積極的に進
めた仙台市の東松島市の事例分析も
行っている。事例分析からは独自処
理を進めた両自治体において災害前
から市と地元建設協会との密接な連
携関係の存在によるネットワークの
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存在を指摘している。
　最後に評者なりの理解による本書
から見えてきた震災後行政の課題を
2点提示することで評を終えること
にしたい。一つは平常時から現実を
見据えた自治体行政運営を継続させ
ていくことが重要であることである。
震災後行政は確かに形態としては非
常時行政ではあるが、国（復興庁）
も自治体も業務の運用に関しては平
時の業務分担が基礎となっているこ
とが本書の研究で明らかになってい
る。緊急時の備えや対応策を想定・
検討しつつ、着実な業務執行を行っ
ていくことが最も重要な災害への準
備になるということを示してくれて
いるものと考えられる。
　もう一つは自治体一般職員の専門
性についてである。これまでの行政
学や地方自治論の文脈では自治体一
般職員の専門性に関してはそのジェ
ネラリストとしての専門性として語ら
れることが多かったように思われる。
しかし、非常時においては必要な人
材や様々に出現する各領域の課題に
対応していく過程の中では、一般職
員の個別分野での業務経験に基づく
専門的知識や体験の蓄積が爆発的に
増大する業務に対して着実に処理を
進めていくための基礎として重要で
あることが見えてくる。この視角は
今後震災後だけでなく、一般的な自
治体ガバナンスにおける一般職員の
役割を考察していく上で重要な論点
として浮上してくるかもしれない。
　いずれにせよ、本書は震災後の自
治体を取り巻く各種アクターの動き
を様々な角度から考察して震災後の
自治体ガバナンスのあり方を捉えた
貴重な書であり、今後参照し続けら
れるべき研究成果であるといえるだ
ろう。
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